
平成２２年度「主要な政策」に係る評価書要旨 

政策名 政策13 情報通信技術利用環

境の整備 担当部局、

課室名 

【総合通信基盤局】データ通信課、事業政策課、

料金サービス課、電気通信技術システム課、番

号企画室、消費者行政課、電波環境課 

【情報流通行政局】情報セキュリティ対策室 

基本目標 電気通信事業の健全な発達及び低廉なサービスの提供の実現を推進するほか、ネットワーク

セキュリティの高度化等を推進する。 

政策の概要 電気通信事業における公正競争ルールの整備により一層の競争促進及び利用者利益を確保

し、IPv6 対応に向けた実証実験等を実施することで ICT 利用者の利便性向上を促進するほか、

電子メール利用についての良好な環境の整備やネットワークセキュリティの高度化等の推進に

より安心・安全なインターネット環境の整備を図り、情報通信技術に係る利用環境整備を推進

する。 

  ［予算額：1,305 百万円］ 

 主な施策 主な事業 
予算額 

（百万円）
担当課室 

関連する 
政府方針等 

インターネット

の高度化 

IPv6 インターネットの運

用技術習得のためのテス

トベッド整備 

360 データ通信課 － 

電気通信分野の

消費者行政の推

進 

特定電子メール等送信適

正化業務委託 

179 消費者行政課 セキュアジャパン 2009、

犯罪に強い社会の実現の

ための行動計画 2008 

情報セキュリテ

ィの強化 

マルウェア配布等危害サ

イト回避システムの実証

実験 

240 情報セキュリ

ティ対策室 

セキュアジャパン 2009、

国民を守る情報セキュリ

ティ戦略等 

指 標 等 の 状

況 

 

 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

IPv6 の普及促

進の実施状況 

平成 18 年度

と比較した

我 が 国 の

IPv6 アドレ

スブロック

割振数等の

増加 

 

21 年度 IPv6 の普及促進の実施

状況を評価するため、

「我が国への IPv6 アド

レス割振数」が年々増加

していることを確認す

る。 

 

104 123 150 

改正特定電子

メール法の適

切な執行 

法律の施行

状況の検討

及びその結

果に基づく

必要な措置 

の実施 

21 年度 警告メールの発出が適

切に行われているか。

759 通 3,743 通 5,987 通 

特定電子メール法第 28

条第１項に基づく、報告

徴収が適切に行われて

いるか。 

６件 

 

５件 

 

19 件 

 

特定電子メール法第７

条に基づく、措置命令が

適切に行われているか。

１件 １件 6 件 

マルウェア配

布等危害サイ

ト回避システ

ムの構築を目

的とした実証

実験の進捗度 

実証実験の 

実施 

23 年度 偏りのない幅広い結果

が得られるよう、複数の

ISPと協力を得た上で実

証実験が実施されてい

るか。 
- - 

ISP３社と連

携し、危害サ

イトリスト

の作成及び

その信ぴょ

う性評価等

を行い、今後

の実証実験

に向けての

指針を得た。

  



政 策 の 実 施

状況とその分

析 及 び 総 括

的な評価 

【政策の実施状況】 

① インターネットの高度化については、IPv6 利用促進を図るため、複雑かつ大規模なイン

ターネットを IPv6 で構築し、運用できるエンジニアの育成を目的とした IPv6 インターネ

ットの運用技術習得のためのテストベッドを全国２箇所に構築した。その上で、IPv6 に対

応するための手順についてのシナリオを作成し、検証を繰り返した後、事業者が IPv6 対応

を実施するために必要となる参照モデルを作成した。 

② 電気通信分野の消費者行政の推進については、迷惑メールの最新の実態等の把握・分析

や受信者である国民への対応を強化するため、情報収集・分析のためのシステム開発を実

施した。 

③ 情報セキュリティの強化については、新たな情報セキュリティ脅威への対策手法の確立

に資するため、平成 21 年度からユーザが危害サイトに直接アクセスすることを回避するシ

ステムの実証実験を実施した。 

【政策の実施状況の分析】 

① IPv6 対応に向けた実証実験については、IPv6 ネットワークを構築し、運用できる人材の

育成を図ることにより、インターネットの高度化に貢献している。その結果、我が国への

IPv6 アドレス割振数は増加（平成 19 年度 104→平成 21 年度 150）しており、既存の設備

やネットワーク回線等を活用することにより、実験環境の構築を効率的に実施している。

② 迷惑メール対策については、法執行の強化を行うだけでなく、迷惑メール送信の技術動

向等の把握、対策技術開発等について公表し、対策の実効性の強化と国民への周知に貢献

するとともに、相談窓口等を通じた情報収集・分析を行い、その結果に基づく適切な行政

指導を実施することで効率的に運営されている。また、通報分析システムの開発を実施し、

情報収集の効率化を図っている。 

③ マルウェア配布等危害サイト回避システムの実証実験については、複数の ISP と連携し、

実際のインターネット環境における当該システムの有効性が確認できた。 

【総括的な評価】 

上記の分析を踏まえると、当該政策全体として成果をあげており、情報通信技術利用環境の

整備に向け、着実に前進しているものと評価できる。 

行政事業レビ

ューとの関連 
 IPv6 インターネットの運用技術習得のためのテストベッド整備については、より多くの IPv6

関連技術者を育成するため、多くの技術者がテストベッドを活用することができるよう、請負

者や IPv4 アドレス枯渇対応タスクフォース等の団体を通じて、本施策の周知を図ることとして

いる。 

今 後 の 課 題

と 取 組 の 反

映の方向性 

 今後も情報通信技術利用環境の整備に当たっては、電気通信事業における公正競争ルールに

関して、必要に応じ制度改正を実施するための検討を行っていくほか、インターネットトラヒ

ックのひっ迫対策等のインターネットの高度化を図ることにより、利用者の利便性の向上を図

る。 

 また、社会・経済の ICT 化によって生じる安心・安全なインターネットの利用を確保するた

め、迷惑メール対策をはじめとする電気通信分野の消費者保護について継続的な予算要求を行

うとともに、「第 2次情報セキュリティ基本計画」及び「国民を守る情報セキュリティ戦略」に

則り、情報セキュリティの強化について実施体制を維持していく。 

そ の 他 関 連

データ 

 平成 22 年６月、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング高崎氏から施策の有効性、必要性等に

ついてご意見をいただき、評価書に反映した。 
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 平成２２年度主要な政策に係る評価書 
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 総合通信基盤局データ通信課、 

事業政策課、料金サービス課、電気通信技術システム課、番号企画室、 

消費者行政課、電波環境課、情報流通行政局情報セキュリティ対策室 

評 価 年 月  平成 22 年８月 

 

１ 主要な政策の概要 

（政策名） 

政策 13 情報通信技術利用環境の整備 

（基本目標） 

電気通信事業の健全な発達及び低廉なサービスの提供の実現を推進するほか、ネットワークセキ

ュリティの高度化等を推進する。  

（政策の概要） 

電気通信事業における公正競争ルールの整備により一層の競争促進及び利用者利益を確保し、

IPv6 対応に向けた実証実験等を実施することで ICT 利用者の利便性向上を促進するほか、電子メー

ル利用についての良好な環境の整備やネットワークセキュリティの高度化等の推進により安心・安

全なインターネット環境の整備を図り、情報通信技術に係る利用環境整備を推進する。  

 

 

主な施策 主な事業 
予算額 

（百万円）
担当課室 

関連する 

政府方針等 
電 気 通 信

事 業 に お

け る 公 正

競 争 ル ー

ルの整備 

電気通信事業における公正競争

ルール整備に関する調査研究 

44 事業政策課 
― 

電気通信番号に関する調査研究 21 番号企画室 ― 

電気通信事業における料金政策

等に関する調査研究 

50 料金サービス課
― 

イ ン タ ー

ネ ッ ト の

高度化 

インターネットに関する総合的

な調査研究 

39 データ通信課
― 

ネットワーク位置情報の活用等

によるトラヒックの経路制御に

関する実証実験 

77 データ通信課

― 

IPv6 インターネットの運用技術

習得のためのテストベッド整備 

360 データ通信課
― 

電 気 通 信

分 野 の 消

費 者 行 政

の推進 

電気通信消費者保護に関する調

査研究（本省） 

33 消費者行政課 ・青少年インターネット環境整備基

本計画 

特定電子メール等送信適正化業

務委託 

179 消費者行政課 ・セキュアジャパン 2009 

・犯罪に強い社会の実現のための行

動計画 2008 

インターネット上の違法・有害情

報対応相談業務等の請負 

39 消費者行政課 ・知的財産推進計画 2010 

・青少年インターネット環境整備基

本計画 

・犯罪に強い社会の実現のための行

動計画 2008 等 

ネット有害環境から青少年を守

る緊急対策事業 

89 消費者行政課 ・青少年インターネット環境整備基

本計画 
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（平成 21 年度予算額） 

1,305 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な施策 主な事業 
予算額 

（百万円）
担当課室 

関連する 

政府方針等 
情 報 セ キ

ュ リ テ ィ

の強化 

電子署名及び認証業務に関す

る調査研究 

53 情報セキュリ

ティ対策室 

・セキュアジャパン 2009 

・国民を守る情報セキュリティ戦略等 

情報セキュリティの高度化に

関する調査研究 

54 情報セキュリ

ティ対策室 

・セキュアジャパン 2009 

・犯罪に強い社会の実現のための行動 

計画 2008 

・国民を守る情報セキュリティ戦略等 

マルウェア配布等危害サイト

回避システムの実証実験 

240 情報セキュリ

ティ対策室 

・セキュアジャパン 2009 

・国民を守る情報セキュリティ戦略等 

基 準 認 証

制 度 の 整

備 

特定無線設備等に係る市場調

査の実施 

14 電波環境課、 

電気通信技術

システム課 

 

相互承認協定（MRA）推進のた

めの各国基準認証制度調査及

び研修会 

11 電波環境課、 

電気通信技術

システム課 
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（基本目標の達成過程（いわゆる「ロジック・モデル」）） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政
策

１
３

情
報

通
信

技
術

利
用

環
境

の
整

備

情
報

通
信

技
術

に
係

る
利

用
環

境
整

備
の

推
進電

気
通

信
事

業
の

健
全

な
発

達
及

び
低

廉
な

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
の

実
現

を
推

進
す

る
ほ

か
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
高

度
化

等
を

推
進

す
る

。

ＩＣ
Ｔ

利
用

者
の

利
便

性
向

上
安

心
・
安

全
な

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
環

境
の

整
備

電
気

通
信

機
器

等
の

品
質

向
上

電
気

通
信

市
場

に
お

け
る

公
正

競
争

の
確

保
・
促

進

電
気

通
信

市
場

の
動

向
及

び
競

争
状

況
の

把
握

参
考

指
標

：
・
電

気
通

信
事

業
者

数
の

推
移

・
電

気
通

信
ｻ

ｰ
ﾋ
ﾞｽ

料
金

の
推

移
・
競

争
評

価
の

実
施

状
況

電
気

通
信

事
業

に
お

け
る

公
正

競
争

ル
ー

ル
の

整
備

違
法

・
有

害
情

報
へ

の
適

切
な

対
応

の
促

進

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
強

化
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
高

度
化

マ
ル

ウ
ェ

ア
配

布
等

危
害

サ
イ

ト
回

避
シ

ス
テ

ム
の

実
証

実
験

指
標

：
実

証
実

験
の

進
捗

度

・
電

気
通

信
事

業
者

に
よ

る
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
の

利
用

促
進

・
情

報
通

信
イ

ン
フ

ラ
や

企
業

・
個

人
の

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
高

度
化

促
進

・
電

子
署

名
の

普
及

促
進

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

位
置

情
報

の
活

用
等

に
よ

る
ト

ラ
ヒ

ッ
ク

の
経

路
制

御
に

関
す

る
実

証
実

験
指

標
：
ト

ラ
ヒ

ッ
ク

の
経

路
制

御
に

関
す

る
実

証

基
準

認
証

制
度

の
推

進

・
特

定
無

線
設

備
等

に
係

る
市

場
調

査
の

実
施

・
相

互
承

認
協

定
推

進
の

た
め

の
各

国
基

準
認

証
制

度
の

調
査

及
び

研
修

会
等

の
実

施

指
標

：
基

準
認

証
制

度
に

関
す

る
政

策
立

案
等

に
資

す
る

調
査

研
究

等
の

進
捗

度

・
技

術
基

準
不

適
合

な
無

線
通

信
機

器
等

の
流

通
抑

止
・
電

気
通

信
機

器
メ

ー
カ

ー
等

の
国

際
競

争
力

強
化

電
気

通
信

分
野

の
消

費
者

行
政

の
推

進

特
定

電
子

メ
ー

ル
法

違
反

の
広

告
メ

ー
ル

送
信

者
に

対
す

る
警

告
な

ど
、

特
定

電
子

メ
ー

ル
法

に
基

づ
く
措

置
指

標
：

・
特

定
電

子
メ

ー
ル

法
違

反
者

に
対

す
る

警
告

、
報

告
徴

収
、

措
置

命
令

等
・
研

究
開

発
等

の
状

況
の

公
表

等

迷
惑

メ
ー

ル
対

策
の

強
化

基
本

目
標

（
事

業
政

策
課

、
料

金
ｻ

ｰ
ﾋ
ﾞｽ

課
、

番
号

企
画

室
）

（
消

費
者

行
政

課
）

（
デ

ー
タ

通
信

課
）

（
電

波
環

境
課

、
電

気
通

信
技

術
シ

ス
テ

ム
課

）
（
情

報
ｾ

ｷ
ｭ
ﾘ
ﾃ
ｨ対

策
室

）

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
上

の
違

法
・
有

害
情

報
対

策
に

係
る

民
間

団
体

・
事

業
者

等
へ

の
支

援

指
標

：
関

係
法

令
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
事

業
者

の
適

切
な

対
応

の
支

援
状

況

・
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

高
度

化
に

関
す

る
調

査
研

究
指

標
：
情

報
通

信
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

お
け

る
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
に

つ
い

て
の

目
標

達
成

度

・
電

子
署

名
及

び
認

証
業

務
に

関
す

る
調

査
研

究
指

標
：
認

定
認

証
業

務
に

係
る

電
子

証
明

書
の

枚
数

等

IP
v6

テ
ス

ト
ベ

ッ
ド

を
活

用
し

た
人

材
育

成
等

の
実

施

IP
v
6
の

普
及

促
進

指
標

：
平

成
18

年
度

と
比

較
し

た
我

が
国

の
IP

v6
ア

ド
レ

ス
ブ

ロ
ッ

ク
割

り
振

り
数

等
の

増
加

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
の

逼
迫

状
況

を
緩

和

下
位

レ
ベ

ル
の

施
策

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
利

用
の

持
続

的
成

長
の

確
保

既
存

制
度

の
在

り
方

に
つ

い
て

調
査

・
検

討
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２ 政策実施の環境 

（１）政策をとりまく最近の情勢   

   昭和 60 年の競争原理の導入以降、我が国の電気通信市場は、累次の公正競争促進策の実施や事

後規制への転換（平成 16 年）等により、着実に拡大し国民・利用者に低廉で多様・高度なサービ

スが提供されてきたところ。しかしながら、昨今は IP 化、ブロードバンド化、モバイル化が進展

し、ネットワーク構造も大きく変化してきており、この新たなネットワーク構造に適切に対応した

公正な競争ルールの整備についての検討が必要である。 

さらに、インターネットの高度化への対応や、社会・経済の ICT 化が進むことによって生じる違

法・有害情報や迷惑メール等の様々な問題・課題に適切に対処し、安心・安全な ICT 利活用を促進

するため、電気通信分野の消費者保護や情報セキュリティの強化を図りつつ、ICT の利用環境を整

備する必要がある。 

（２）関係する内閣の重要方針（主なもの） 

 

３ 政策の実施状況 

 ○電気通信事業における公正競争ルールの整備 

IP 化・ブロードバンド化・モバイル化・ユビキタス化を背景とした電気通信市場の競争状況の変化

を正確に把握するための調査研究を行うとともに、一層の競争促進及び利用者利益の確保に必要な料

金政策、番号政策に関する調査研究を実施した。 

なお、平成 21 年度目標設定表において本施策に係る「あらかじめ目標（値）を設定した指標」を設

定していないが、平成 22 年度目標設定表では当該指標が設定されていることを踏まえ、次のとおり、

その指標の状況についても把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要方針 年月日 記載事項（抜粋） 

第 164 回国会 

内閣総理大臣施政方針演説 

平成 18 年

１月 20 日

我が国は、この４年半で、高速インターネットの加入者

数が 85 万から 2,200 万人へ、インターネットを使った

株式取引の割合が６パーセントから 29 パーセントへ、

それぞれ急成長し、世界で最も低い料金で素早く多くの

情報に接することができる「世界最先端の IT 国家」と

なりました。 
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＜平成 21 年度目標設定表における指標等の状況＞ 

○あらかじめ目標(値)を設定した指標 

※ 指標「電気通信市場における公正競争の確保・促進」の目標値「固定通信・移動体通信・インターネット接続等を対象とした「電

気通信事業分野における競争状況の評価」のとりまとめ、公表の実施」については、平成 21 年度目標設定表には参考となる指標とし

て記載されていたが、平成 22 年度目標設定表では「あらかじめ目標（値）を設定した指標」として設定されていることを踏まえ、参

考情報として把握した。 

※ 指標「電気通信市場における公正競争の確保・促進」の目標値「国内外の電気通信市場の動向及び既存の料金制度の在り方など、

電気通信事業における料金算定等に関する調査研究の実施」及び「諸外国の電気通信番号の管理動向及び国内の管理制度の在り方な

ど、電気通信番号の管理の在り方について調査研究を実施」については、平成 21 年度目標設定表には記載されていないが、平成 22

年度目標設定表では「あらかじめ目標（値）を設定した指標」として設定されていることを踏まえ、参考情報として把握した。 

 

 

 

 

指標等 目標値 
目標 
年度 

分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

電 気 通 信

市 場 に お

け る 公 正

競 争 の 確

保・促進  
 
 

固定通信・移動体

通信・インターネ

ット接続等を対

象とした「電気通

信事業分野にお

ける競争状況の

評価」のとりまと

め、公表の実施 

23 年度 電気通信事業

分野の競争状

況を的確に把

握しているか。

定点観測的な分

析･評価に加え、

事業者間取引が

競争状況に及ぼ

す影響、隣接市場

間の相互関係、携

帯電話番号ポー

タビリティ制度

導入による競争

状況の変化につ

いて分析・評価

し、公表 

定点観測的な分

析・評価に加え、

事業者間取引が

競争状況に及ぼ

す影響に関する

分析を深化させ、

プラットフォー

ム機能が競争に

及ぼす影響につ

いて分析・評価

し、公表 

定点観測的な分

析・評価に加え、

バンドルサービ

ス及び FMC 型サ

ービスの市場競

争への影響につ

いて分析・評価

し、公表 

 国内外の電気通

信市場の動向及

び既存の料金制

度の在り方など、

電気通信事業に

おける料金算定

等に関する調査

研究の実施 

22 年度 電気通信市場

における一層

の競争促進を

図るために必

要な省令改正

等の具体的な

政策検討に資

するために必

要な調査研究

が実施されて

いるか。 

必要な調査研究

を行い、固定電話

網の接続料にお

ける算定方法等

ついて制度改正

を実施 

必要な調査研究

を行い、ユニバー

サルサービス制

度における算定

方法等について

制度改正を実施 

必要な調査研究

を行い、固定電話

網の接続料にお

ける算定方法等

ついて制度改正

を実施 

諸外国の電気通

信番号の管理動

向及び国内の管

理制度の在り方

など、電気通信番

号の管理の在り

方について調査

研究を実施 

22 年度 電気通信番号

の有効活用の

促進に資する

ために必要な

調査研究が実

施されている

か。 

必要な調査研究

を行い、FMC サー

ビスに対応した

制度改正を実施 

必要な調査研究

を行い、次世代通

信サービスに対

応した制度改正

を実施 

必要な調査研究

を行い、115 番に

よる電報類似サ

ービス受付に対

応した制度改正

を実施 
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○参考となる指標その他の参考となる情報 

※ 「競争評価の実施状況」については、前述の「あらかじめ目標(値)を設定した指標」中、「固定通信・移動体通信・インターネッ

ト接続等を対象とした『電気通信事業分野における競争状況の評価』のとりまとめ、公表の実施」のとおりであるため、ここでは記

載を省略している。 

○電気通信分野の消費者行政の推進 

インターネット上の違法・有害情報問題に関する専門家の不足等により、対応の判断が困難なこと

が多い中小のプロバイダ等による違法・有害情報の削除等を促進するため、電話及びメールによる相

談を受け付けるとともに、啓発・研修業務を実施した。また、迷惑メール対策については、迷惑メー

ルの最新の実態等の把握・分析や受信者である国民への対応を強化するため、情報収集・分析のため

のシステム開発を実施した。 

＜平成 21 年度目標設定表における指標等の状況＞ 

○あらかじめ目標(値)を設定した指標 

 

指標等 分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

電気通信事業者数の推移 電気通信事業者数の推移の把握 （別紙１参照） 

ブロードバンド契約者数の推移 ブロードバンド契約者数の推移の把握 （別紙２参照） 

電気通信サービスの料金の推移 電気通信サービスの料金の推移の把握 （別紙３参照） 

指標等 目標値 
目標 
年度 

分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

改 正 特 定

電 子 メ ー

ル 法 の 適

切な執行 

法律の施行状況

の検討及びその

結果に基づく必

要な措置の実施 

21 年度 警告メールの発出が

適切に行われている

か。 

759 通 3,743 通 5,987 通 

特定電子メール法第

28 条第１項に基づ

く、報告徴収が適切

に行われているか。

 

６件 

この他、法律に

基づかない任

意聴取も随時

実施 

５件 

この他、法律に

基づかない任

意聴取も随時

実施 

19 件 

この他、法律に

基づかない任

意聴取も随時

実施 

特定電子メール法第

７条に基づく、措置

命令が適切に行われ

ているか。 

１件 １件 ６件 

研究開発等の状

況の公表等 

21 年度 毎年度公表を実施 １回 １回 １回 

事 業 者 に

よ る イ ン

タ ー ネ ッ

ト 上 の 違

法・有害情

報 へ の 適

切 な 対 応

の促進 

関係法令・ガイド

ラインに基づく

事業者の適切な

対応の支援 

21 年度 違法・有害情報に対

処するための法令・

ガイドラインは既に

整備されているとこ

ろ、これらに基づき

具体的な措置を講じ

る場面での支援を行

うことにより、事業

者による適切な対応

が促進されているか

確認する。 

― ― 中小プロバイ

ダ等からの相

談業務を通じ、

違法・有害情報

対策に対する

民間の自主的

な取組が促進

された。また、

相談内容の分

析をもとに政

策提言を受け

た。 
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○インターネットの高度化 

社会インフラであるインターネットの安定的な利用を可能とするため、ネットワーク内の位置情報

の利用や地域 IX の活用等によるトラヒックの経路制御に関する実証実験を実施し、地域へのユーザト

ラヒックの閉じ込めによるトラヒック削減効果の確認や調査研究等によりインターネットトラヒック

の急増によるネットワークの混雑が緩和されるよう取り組んだ。また、IPv6 利用促進を図るため、複

雑かつ大規模なインターネットを IPv6 で構築し、運用できるエンジニアの育成を目的とした IPv6 イ

ンターネットの運用技術習得のためのテストベッドを全国２箇所に構築した。その上で、IPv6 対応す

るための手順についてのシナリオを作成し、検証を繰り返した後、事業者が IPv6 対応を実施するため

に必要となる参照モデルを作成した。 

＜平成 21 年度目標設定表における指標等の状況＞ 

○あらかじめ目標(値)を設定した指標 

※ 指標「実ネットワークと同等の環境を持つ IPv6 テストベッドの整備による人材（IPv6 ネットワーク技術者）の育成」は、平成 21

年度目標設定表には記載されていないが、平成 22 年度目標設定表では「あらかじめ目標（値）を設定した指標」として設定されてい

ることを踏まえ、参考情報として把握した。 

※ 指標「ネットワーク位置情報の活用等によるトラヒックの経路制御に関する実証」については、平成 22 年度目標設定表では「トラ

ヒックの集中回避のためのネットワーク制御に関する実証実験の進捗度」と改め、目標を「ネットワーク位置情報を利用する P2P や

地域 ISP に設置したキャッシュを活用することにより、東京一極集中型のトラヒックを地方に分散させネットワークの混雑を緩和す

ることの実証を実施」を目標（値）として記載している。 

 

 

 

 

指標等 目標値 
目標 
年度 

分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

IPv6 の普及促進

の実施状況 

 

平成 18 年度と

比較した我が

国の IPv6 アド

レスブロック

割振数等の増

加 

 

21 年度 

 

IPv6 の普及促進の実

施状況を評価するた

め、「我が国への IPv6

アドレス割振数」が

年々増加しているこ

とを確認する。 

 

104 

 

123 

 

150 

 

実ネットワーク

と同等の環境を

持つIPv6テスト

ベッドの整備に

よる人材（IPv6

ネットワーク技

術者）の育成  

1,000 人 22 年度 複 雑 か つ 大 規 模 な

IPv6 インターネット

を構築し、運用できる

人材を何人育成でき

たか。 

－ － 約 310 名 

ネットワーク位

置情報の活用等

によるトラヒッ

クの経路制御に

関する実証実験

の進捗度 

実証実験の実

施 

23 年度 実証実験の実施状況

の指標により本施策

の進行管理を行う。 

― ― ネットワー

ク位置情報

システムの

仕様を策定

のうえ、地域

に限定した

実証実験を

実施し、今後

の全国規模

での実証実

験に向けて

の課題を抽

出。 
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○参考となる指標その他の参考となる情報 

※ 指標「IPv6 テストベッドを活用した人材育成等の実施状況」については、前述の「あらかじめ目標(値)を設定した指標」中、「実

ネットワークと同等の環境を持つ IPv6 テストベッドの整備による人材（IPv6 ネットワーク技術者）の育成」のとおりであるため、こ

こでは記載を省略している。 

○情報セキュリティの強化 

平成 21 年度からユーザが危害サイトに直接アクセスすることを回避するシステムの実証実験を行

い、新たな情報セキュリティ脅威への対策手法の確立に資する一方、「電子署名及び認証業務に関する

法律」に基づく認定制度の円滑な実施・運用に資する調査研究や普及啓発活動を通して電子署名を利

用できる環境を整備し、ネットワークを利用した社会経済活動を促進した。 

＜平成 21 年度目標設定表における指標等の状況＞ 

○あらかじめ目標(値)を設定した指標 

 

指標等 分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

IPv6 利用状況 我が国の、IPv6 による DNS クエリー（DNS サーバーへ

の問い合わせ）の IPv4 による DNS クエリーに対する比

率の推移 
 

注）これまで、「電気通信サービスの契約数及びシェアに関す

る四半期データの公表」（総務省）における数値を参考指標と

していたが、実際の利用率を示す DNS クエリーの比率がより

有効であると判断し、指標を変更した。 

－ 0.76% 1.24%* 

 
注）＊  

21 年度のデ

ータは、平成

22年 1月末の

もの 

 

指標等 目標値 
目標 
年度 

分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

情報通信ネッ

トワークにお

ける情報セキ

ュリティ対策

の実施状況 

 

・サイバー攻撃

等に対する電

気通信事業者

等における緊

急体制の強化 

緊急対応

体制の強

化 

21 年度 電気通信事業者

の緊急対応体制を

評価するために

は、演習等による

機能検証、サイバ

ー攻撃に対する組

織のマネジメント

の確立等が求めら

れる。 

そこで、電気通

信事業者の緊急対

応体制の強化のた

め、「電気通信事業

分野におけるサイ

バー攻撃対応演習

の実施」並びに「電

気通信事業におけ

る情報マネジメン

トの強化」に向け

た施策等を実施。

 

平成 18 年度に

引き続き、様々な

攻撃を対象にし

た演習を実施し、

緊急対応体制構

築に向け更なる

課題抽出を行う

とともに、体制強

化に向けた方策

を検討した。 

また、我が国に

おいて検討した

電気通信事業に

おける情報セキ

ュリティマネジ

メントについて

国際規格化を行

い、国内普及に向

けた方策につい

て調査研究を行

った。 

 

平成 19 年度に

引き続き、様々な

攻撃を対象にし

た高度な演習を

実施し、緊急対応

体制構築に向け

更なる課題抽出

を行い、体制強化

に向けた方策を

検討するととも

に、演習を普遍化

するためのマニ

ュアルとして、演

習フレームワー

クを策定した。 

我が国におい

て検討した電気

通信事業におけ

る情報セキュリ

ティマネジメン

トについて 19 年

度に引き続き国

際規格化を行い、

国内普及に向け

た方策について

調査研究を行っ

た。 

平成 21 年度以

降に民間が主体

となり、演習を実

施するための母

体となる検討の

場が、平成 21 年

5 月に設置され

たところであり、

これまでの成果

を踏まえ、平成

21 年度において

も演習が実施さ

れた。 

また、我が国に

おいて検討した

電気通信事業に

おける情報セキ

ュリティマネジ

メントに関する

普及促進に向け

て、民間における

検討の場を設置

した。 
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指標等 目標値 
目標 
年度 

分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

電子署名及

び認証業務

の普及状況 

 

 

認定認証

業務に係

る電子証

明書の枚

数（30 万

枚以上） 

22 年度 特定認証業務の認定

制度を円滑に実施

し、電子署名法の目

的（電子署名の円滑

な利用を確保し、情

報流通・情報処理の

促進及びこれによる

国民生活の向上等に

寄与すること）が達

成されているか。 

 

ある時点における、

電子署名の円滑な利

用が確保されている

かどうかの評価指標

として、発行累計総

数から、既に失効さ

れた電子証明書の枚

数を除いた「有効枚

数」を用いる。 

約 25.7 万枚 約 27.3 万枚 約 28.6 万枚 

 国民への

電子署名

及び認証

業務に関

する普及

啓発活動

の実施回

数（講演

活動の実

施４回以

上） 

21 年度 国民が安心して電子

署名を利用できるよ

うにするためには、

電子署名及び認証業

務に関する国民の理

解の一層の深化を図

ることが必要である

が、普及啓発活動は

十分に実施されてい

るか。 

 

普及啓発活動は十分

に実施されているか

どうかの評価指標と

して、電子署名及び

認証業務に関する国

民への普及啓発を目

的とした講演活動の

実施回数を用いる。

５回 ５回 ５回 
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※ 指標「電子署名法に基づく認定制度の円滑な実施」は、平成 21 年度目標設定表には記載されていないが、平成 22 年度目標設定表

では「あらかじめ目標（値）を設定した指標」として設定されていることを踏まえ、参考情報として把握した。 

※ 指標「マルウェア配布等危害サイト回避システムの構築を目的とした実証実験の進捗度」の目標（値）については、平成 22 年度目

標設定表では、「ユーザが危害サイトに意図せずアクセスすることを、ネットワーク側で回避する技術の実証を実験」に改めている。 

○参考となる指標その他の参考となる情報 

指標等 分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

電子署名及び認

証業務に関する

調査研究 

国民に対し認証業務の信頼性の判

断目安を提供する特定認証業務の

認定制度につき、認定基準等は実

態に即したものに維持できている

か。 

・認証業務に関する信頼性の目安を適正なものに保つため、及

び電子署名及び認証業務に関する国民の理解を深めるため、各

種の調査研究を継続して実施している。 

・平成 19 年度は「電子署名及び認証業務に関する法律の施行状

況に係る検討会」を実施し、現行の電子署名法に関する課題の検

討を行った。平成 20 年度は同検討会報告書で指摘されている暗

号移行等について検討し、認定基準を規定している電子署名法の

告示に対して所要の改正を行うこととした。 

電子署名及び認

証業務に関する

法律に基づく特

定認証業務の認

定制度の運用 

業務の用に供する設備及び業務の

実施の方法に関する一定の基準を

満たす特定認証業務に対し認定を

行うことにより、国民に対し認証

業務の信頼性の目安を提供できて

いるか。 

・平成 19 年度は１業務、平成 20 年度は１業務を認定認証業務と

して新規認定しており（平成 18 年度は新規認定なし）、平成 21

年３月 31 日現在、認定認証事業者数及び認定認証業務数は、18

事業者 18 業務となっている。 

・また、認定認証業務の認定の更新に関しては、平成 18 年度は

18 業務、平成 19 年度は 18 業務、平成 20 年度は 18 業務に対し

てなされており、認定認証業務の変更の認定に関しては、平成

18 年度は９業務、平成 19 年度は 18 業務、平成 20 年度は 13 業

務に対してなされている。 

指標等 目標値 
目標 

年度 
分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

電子署名法に

基づく認定制

度の円滑な実

施  

認定基準

に係る暗

号技術等

の動向や

各国の電

子署名に

関する状

況の調査

を実施 

22 年度 電子署名法に基づく認定制度の

円滑な運用のために必要な告示

改正等の具体的な検討に資する

ため、認定基準に関する技術動向

や各国の電子署名法に関する調

査研究が実施されているか。 

電子署名法に係る暗号技術の移行等、継

続して取り組むべき課題の整理や、暗号

技術の移行に向けた技術動向調査等を

実施し、告示の改正等を行った。  

 

マルウェア配

布等危害サイ

ト回避システ

ムの構築を目

的とした実証

実験の進捗度 

ユーザが

危害サイ

トに意図

せずアク

セスする

ことを、

ネットワ

ーク側で

回避する

技術の実

証を実験 

23 年度 偏りのない幅広い結果が得られ

るよう、複数の ISP と協力を得た

上で実証実験が実施されている

か。 

- - 

ISP３社と連

携し、危害サ

イトリスト

の作成及び

その信ぴょ

う性評価等

を行い、今後

の実証実験

に向けての

指針を得た。



11 
 

 

指標等 分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

電子署名及び認

証業務に関する

国民への普及啓

発活動 

国民が安心して電子署名を利用で

きるようにするためには、電子署

名及び認証業務に関する国民の理

解の一層の深化を図ることが必要

であるが、普及啓発活動は十分に

実施されているか。 

電子署名及び認証業務に関する普及啓発活動として、電子署名及

び認証業務並びにその関連技術の利用促進を目的としたセミナ

ーの開催、電子署名及び認証業務に関するリーフレットの作成等

を通じて、国民の理解の醸成に努めている。 

実験に参加して

いる ISP 数 

より多くのISPの参加を得た上で、

マルウェア配布等危害サイト回避

システムの有効性について十分な

検証ができているか。 

・４社のセキュリティ関連企業を含む各方面から危害サイトの

候補を入手し、それらを元に危害サイトリストのデータベース

の構築を行った。 

・H21 年度の実証実験に３社の ISP に参加してもらい、各社から

３回に渡り危害サイトへのユーザのアクセスと照らし合わせ、危

害サイトリストの有効性を検証した。 

○基準認証制度の推進 

電波法、電気通信事業法又は特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関

する法律（MRA 法）に基づき、技術基準への適合性の認証等を受けた無線通信機器等について、事後

的に技術基準への適合性を確認することにより、無線通信機器等に係る基準認証制度を適正･健全に維

持するとともに、各国の基準認証制度の調査及び研修会を実施し、MRA の適確な実施を確保した。 

＜平成 21 年度目標設定表における指標等の状況＞ 

○あらかじめ目標(値)を設定した指標 

※ 本指標については、平成 22 年度目標設定表では「基準認証制度の円滑な実施」と改め、その目標（値）を「我が国の基準に適合し

ない特定無線設備等に係る市場調査の実施」及び「各国基準認証制度の動向調査及び MRA（相互承認協定）国際研修会の実施」として

いる。 

 

 

 

 

 

 

指標等 目標値 
目標 

年度 
分析の視点 19 年度 20 年度 21 年度 

基 準 認 証

制 度 に 関

す る 政 策

立 案 等 に

資 す る 調

査 研 究 等

の進捗度 

 

特定無線設備等

に係る市場調査

の実施 

21 年度 特定無線設備等につ

いて、技術基準への適

合性等を確認するた

め、市場調査が実施さ

れているか否か。 

71 台の機器を

選定し市場調

査を実施。 

 

60 台の機器を

選定し市場調

査を実施。 

 

80 台の機器を

選定し市場調

査を実施。 

 

各国基準認証制

度の調査の実施 

21 年度 MRA の円滑な実施及び

一層の推進のため、各

国基準認証制度に関

する調査研究等が実

施されているか。 

10 の国・地域の

基準認証制度

の調査を実施。
（※） 

10 の国・地域の

基準認証制度

の調査を実施。 
（※） 

10 の国・地域の

基準認証制度

の調査を実施。
（※） 

相 互 承 認 協 定

（MRA）の実施に

伴う研修会等の

開催 

21 年度 国内外の認証機関の

能力向上のため、研修

会が開催されている

か。 

- 

MRA 国際研修会

を開催。 

MRA 国際研修会

を開催。 
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４ 政策の実施状況の分析及び総括的な評価 

（１）政策の実施状況の分析 

主な施策 分析内容 

電気通信事業にお

ける公正競争ルー

ルの整備 

電気通信市場の動向や競争状況を定期的に調査・評価することにより、現在の我が国の電気通信

市場が置かれた状況を把握し、その結果を踏まえ、既存制度の在り方について検討することが必要

である。毎年度、公表している「競争評価」は情報通信審議会や各種研究会等の議論において行政

や事業者により活用され、実施にあっては、定点的な評価に加え特定のテーマに焦点を当てた評価

を行うため、調査項目については時宜にかなったものとしている。「料金算定等の在り方」につい

ては、一層の競争促進及び利用者利益の確保を図るために必要な省令等の改正を行うための検討へ

の活用など有効性があると認められるとともに、電気通信市場の環境変化に対応した調査項目とな

るよう適時適切に見直しを行うなど効率的な実施をしている。また、「電気通信番号」については、

115 番受付による電報類似サービスに対応した制度改正を行うなど利用者利便の向上に貢献して

いるものであり、調査項目についても次世代ネットワークへの移行に焦点を絞るなど、時宜にかな

ったものとしている。 

電気通信分野の消

費者行政の推進 

電気通信分野の消費者行政の推進における迷惑メール対策については、流量が増加傾向にあり、

手段も悪質・巧妙化し、世界的な連携が必要な問題ともなっている。本事業は法執行の強化を行う

だけでなく、迷惑メール送信の技術動向等の把握、対策技術開発等について公表し、対策の実効性

の強化と国民への周知に貢献するとともに、相談窓口等を通じた情報収集・分析を行い、その結果

に基づく適切な行政指導を実施することで効率的に運営されている。また、通報分析システムの開

発を実施し、情報収集の効率化を図っている。違法・有害情報対策では、民間の自主的取組を推進

するため、自らの判断で必要な措置を行えるような支援策が必要である。このため、国の責務にお

いて実施していくことが不可欠であり、相談業務によって対応の判断に苦慮している中小プロバイ

ダの対応が着実に促進されており、施策の有効性が認められる。また、専門知識を有する弁護士へ

対応方法の相談を行い、相談業務への第三者的立場からの評価を実施することで、本施策の効率

的・効果的な実施に努めている。 

インターネットの

高度化 

インターネット利用の持続的成長や高度利用を確保するため、IPv6 対応やトラヒック対策等の

インターネットの高度化を図る必要がある。IPv6 対応に向けた実証実験については、IPv6 ネット

ワークを構築し、運用できる人材の育成を図ることにより、インターネットの高度化に貢献してい

る。その結果、我が国への IPv6 アドレス割り振り数は増加（平成 19 年度 104→平成 21 年度 150）

しており、既存の設備やネットワーク回線等を活用することにより、実験環境の構築を効率的に実

施している。 

情報セキュリティ

の強化 

最近情報セキュリティ上のリスクが多様化・高度化・複雑化しており、従来の取組では情報セキ

ュリティの確保が困難な状況が発生している。こうした情報セキュリティをめぐる環境の変化に的

確に対応するため、情報セキュリティ政策会議において、政府の情報セキュリティ戦略である「第

２次情報セキュリティ基本計画」の実施プログラムである「セキュアジャパン 2009」で、本施策

の実施が求められている。その中で、電気通信事業分野におけるサイバー攻撃への対応強化、企業

における電子署名利活用の普及促進、マルウェア配布等危害サイト回避システムの実証実験を重点

政策と定めている。それらを取り組む事により、サイバー攻撃等に対する電気通信事業者等におけ

る緊急対応性の強化や、認定認証業務に係る電子証明書枚数の増加等有効性が認められる。また平

成 21 年度から新たな情報セキュリティ脅威に対するため、マルウェア配布等危害サイト回避シス

テムの実証実験を開始し、本実証実験において参加 ISP を確保し、構築した危害サイトのデータベ

ースとアクセスを比較する事で危害サイトのリストの有効性が確認できた。実証実験の実施に際し

ては、様々な専門的知見を有する有識者からの指導・助言を実施内容に反映させることにより、施

策の目的を効果的・効率的に達成することができるよう努めている。一方、利用者のセキュリティ

水準向上に向けた取組は、これまで情報発信によるものが中心であったが、更なる水準向上のため、

より効果的な取組が求められている。 
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主な施策 分析内容 

基準認証制度の推

進 

平成 22 年度も継続して実施することにより、技術基準不適合機器による混信や妨害による被害

や電気通信回線設備の損傷の拡大を防止する必要性がある。市場調査を実施することにより、警

察・消防等の重要無線通信等への混信や妨害による被害や電気通信回線設備の損傷を未然に抑止

し、消費者･利用者保護や製造業者等の基準認証制度に係る遵法意識の向上による市場の規律維持

などの効果が期待できる。MRA は各国の電気通信機器を規制する政府間の協定により行われるもの

であり、協定で政府に課せられた国際約束の誠実な履行の観点から、国の責任において実施するこ

とが必要である。相互承認協定で我が国政府に課せられている自国の認証機関を相手国の法令に従

って指定・監督する義務の履行、日米協定の国際約束の履行及び衆参両院の附帯決議に対応するこ

とにより、国際的に信頼される認証機関を育成し、利用者の利便性の向上につながる。 

 

（２）総括的な評価 

公正競争ルールの整備、インターネットの高度化、電気通信分野の消費者行政の推進、情報セキュ

リティの強化をはじめ、以下のとおり着実に成果をあげている。 

公正競争ルールの整備については、「競争評価」や電気通信サービスに係る内外格差の状況の公表、

料金算定等及び電気通信番号利用等に係る必要な省令等の改正を実施している。 

インターネットの高度化に関して、IPv6 対応については、実証実験を実施し、IPv6 で構築・運用で

きる人材育成を図っている。 

迷惑メール対策については、昨年度以上の件数の行政指導や行政処分などを実施し、より一層の法

の実効性を強化するとともに、国際連携について一層の強化を図っている。また、違法・有害情報対

策では、対応の判断に苦慮している中小プロバイダ等からの相談業務を着実に実施している。この結

果、安心・安全なインターネット利用環境の整備に向けた効果的な取組が行われていると認められる。 

情報セキュリティの強化については、認定認証業務に係る電子証明書の枚数は順調に増加し、安心・

安全な電子商取引環境の整備に貢献している。また平成 21 年度から危害サイトを通じてマルウェア感

染対策に関する実証実験を開始し、技術の有効性を確認することで、新たな情報セキュリティ脅威へ

の取組は着実に進展している。この結果、安心・安全なインターネット利用環境の整備に向けた効果

的な取組が行われていると認められる。 

 

５ 今後の課題と取組の方向性 

（１）個別施策・事業の課題と取組の方向性 

 方向性の内容等 

電気通信事業に

おける公正競争

ルールの整備 

「競争評価」を着実に実施するとともに、一層の競争促進及び利用者利益の確保を図るた

めに、料金算定、電気通信番号の有効利用等について必要な省令等の改正に資する検討を引

き続き実施する。また、調査研究における調査項目については、今後の市場の競争状況の変

化を踏まえ、必要に応じて見直しを行う。 

予算要求 ○ 

今後、一層の競争促進及び利用者利益の確保に資するため、国内外の電

気通信市場の動向や競争状況を定期的に調査・評価することにより、現在

の我が国の電気通信市場が置かれた状況を把握し、その結果を踏まえ、既

存制度の在り方について検討することが必要であることから、そのために

必要な予算要求を行う方向で検討する。 

制度 ◎ 

今後、一層の競争促進及び利用者利益の確保を図るため、電気通信事業

における公正競争ルールに関する既存制度の在り方について必要な省令等

の改正に資する検討を実施する。 
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 方向性の内容等 

電気通信事業に

おける公正競争

ルールの整備 

実施体制 ○ 

電気通信事業における公正競争ルールの整備にあたっては、『競争政策』

『料金政策』『番号政策』の３つの観点に分類し、それぞれの観点から適

切な政策検討を実施する体制において、必要な調査研究を実施する。 

電気通信分野の

消費者行政の推

進 

迷惑メール対策として、情報収集とそれに基づく法執行、海外における迷惑メールの実態

及びその対策に関する調査、迷惑メール防止技術の研究開発及び導入の状況に関する調査を

引き続き継続して実施する。違法有害情報対策では、平成 21 年度に新たなガイドラインの策

定と既存のガイドラインの見直しがあったことから、対応に苦慮する中小プロバイダ等を対

象とする相談業務を引き続き実施する。 

予算要求 ○ 

迷惑メール対策では、効果的・効率的な対策を講ずるため、調査研究や

相談窓口等を通じた情報収集・分析、技術動向の把握、通報・分析システ

ムの運用等を継続して行う必要があるため、来年度も予算要求を行う方向

で検討。 
また、違法・有害情報対策においても、対応の判断に苦慮している中小

プロバイダ等からの相談業務を継続して実施するには、相談センターの運

用を行うことが効率的かつ効果的であるため、来年度もこれに必要な予算

要求を実施する。 

制度 ○ 

迷惑メール対策では、特定電子メール法の適正な執行を継続しつつ、今

後、国際動向も踏まえた制度見直しを必要に応じて実施する。 
また、違法・有害情報対策では、対応の判断に苦慮している中小プロバ

イダ等からの相談業務を継続して実施し、相談内容の分析を通じ、必要に

応じて制度見直しを行う。 

実施体制 ○ 

迷惑メール対策及び違法・有害情報対策では、予算執行の効率性を図る

ため、一般競争入札における適合基準等の見直しを図り、より多くの者が

入札可能となるよう努める。 

インターネット

の高度化 

インターネットのトラヒックは直近の３年間（平成 18 年 11 月～平成 21 年 11 月）で約 2.1

倍と急増しているため、引き続き、ネットワークの混雑を緩和し、社会インフラであるイン

ターネットの安定的な利用を可能とし、持続的な成長を確保するための対策を実施する。 

予算要求 ○ 

IPv6 技術習得を目的とした実証実験については、一定の成果が見込まれ

ることから事業の廃止を検討する。また、インターネットの高度化に関す

る施策について、継続して必要な要求を行う方向で検討する。 

制度 ○ 現行制度での適切な運用を進める。 

実施体制 ○ 現行体制での適切な運用を進める。 

情報セキュリテ

ィの強化 

情報セキュリティに対する脅威は、年々高度化・複雑化しているため、引き続き、マルウ

ェア対策、情報セキュリティ及び電子署名の普及啓発等のセキュリティ対策等を実施する。

また、情報セキュリティを効果的に強化するため、平成 22 年度より、利用者から情報セキ

ュリティに関する相談等を受け付ける情報セキュリティ・サポーターの育成等、利用者の情

報セキュリティ水準向上に向けた取組を実施している。 

予算要求 ◎ 

情報セキュリティ上のリスクが多様化・高度化・複雑化している事に的

確に対応するため、「第２次情報セキュリティ基本計画」及び「国民を守る

情報セキュリティ戦略」に基づき、必要な予算要求を行う方向で検討する。

制度 ○ 
今後も電子署名法に基づく認定制度を円滑に運用するため、必要な調査

研究を実施する。 

実施体制 ○ 現状の体制で引き続き実施する。 

基準認証制度の

実施 

調査を実施することにより、無線通信機器等に係る基準認証制度の適正･健全な維持及び 

MRA の適確な実施を確保するとともに、MRA 国際研修会を開催し、日米協定の国際約束の履行

及び衆参両院の附帯決議に対応することにより、国際的に信頼される認証機関を育成し、利

用者利便の向上を図る。 

予算要求 ◎ 

携帯電話端末等について、警察機関等への緊急通報を発信する機能を要

件化することなどから、市場調査における対象機器を増やすため、予算の

拡充を行う方向で検討する。 

制度 ○ 現行制度での適切な運用を進める。 

実施体制 ○ 現行制度での適切な運用を進める。 
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（２）政策全体の課題と取組の方向性 

   今後も情報通信技術利用環境の整備に当たっては、電気通信事業における公正競争ルールに関し

て、必要に応じ制度改正を実施するための検討を行っていくほか、インターネットのトラヒックの

ひっ迫対策等のインターネットの高度化を図ることにより、利用者の利便性の向上を図る。また、

社会・経済の ICT 化によって生じる安心・安全なインターネットの利用を確保するため、迷惑メー

ル対策をはじめとする電気通信分野の消費者保護について継続的な予算要求を行うとともに、「第

２次情報セキュリティ基本計画」及び「国民を守る情報セキュリティ戦略」に則り、情報セキュリ

ティの強化について実施体制を維持していく。 

 

６ 学識経験を有する者の知見の活用 

○ 平成 22 年６月、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング高崎氏から施策の有効性、必要性等に

ついて御意見をいただき、評価書に反映した。 

○ 平成 22 年７月、株式会社東芝研究開発センター技監土井氏から目標値の設定等について御意見

をいただき、評価書に反映した。 

 

７  評価を行う過程において使用した資料 

○ 「電気通信事業分野における競争状況の評価 2008」の公表及び電気通信事業分野の競争状況に

関する四半期データの公表（平成 21 年度第１四半期（６月末））（平成 21 年 10 月２日 総務省） 

   http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban02_000024.html 

○ 電気通信サービスに係る内外価格差調査（平成 21 年８月 11 日 総務省） 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban03_000015.html 
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○
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